
海洋無人機（海洋ドローン）の利用実証事業（戦略的重要技術） 一覧 

名称 代表実施者 

（共同実施者） 

概 要 

海底設置型ステーショ

ンを基点とした海洋ド

ローン運用実証

川崎重工業株式会社 浮体式洋上風力発電が立ち並び大規模なファームが

形成されると、一定範囲内に多数の発電設備、海底ケー

ブルが設置されることが予想される。このようなファー

ムの維持整備にあたり、海底設置型のステーションを基

地とする AUV が常駐し、自律的に、そして定期的に発

電設備、海底ケーブル等の海底インフラの検査を行う社

会実装モデルを想定する。

 本提案は、上記の社会実装モデルの確立に向け、常設

型海中インフラ設備の無人点検運用を実現するために

必要な海底設置型ステーションを起点とした AUV 運

用技術及び装置について検証する。 

海中電波通信による海

洋ドローンとの高速デ

ータ伝送と遠隔操縦に

よる海中構造物点検の

実証 

国立大学法人九州工業

大学（パナソニック ホー

ルディングス株式会社）

 海洋ドローンを用いた洋上風力発電施設の維持管理

は、短時間の自律航行に限られ、取得したデータの有効

性も海洋ドローン引上げ後しかわからない。本チーム考

案の海中電波通信装置による通信ステーションからの

点検動画・操縦コマンドの高速伝送ができれば、海洋ド

ローンの長期運用が可能となり点検費用が飛躍的に改

善できる。

 さらに衛星通信で、遠隔のオフィスへの動画伝送や遠

隔操縦を行えば、現場海域での運用に比べ、大幅なコス

ト低減や安全性確保が可能となる。

本実証実験は、これら技術を洋上風力発電施設で行う

ための課題抽出を実海域で実施する。さらに実験結果

を用いて、北九州響灘洋上風力発電点検の海洋ドロー

ンでの点検実証を目指す。

実稼働 3MW 浮体式

洋上風力を活用した小

型海洋ドローンによる

スマート O&M 実証

株式会社グローカル（株

式会社 FullDepth、株

式会社エイト日本技術開

発） 

北九州市響灘沖で実稼働する 3MW バージ型浮体

式洋上風力発電設備をフィールドに、小型海洋ドローン

（ASV・ROV・AUV）を組み合わせた水中設備の点検・

監視技術を実証する。係留チェーン、ダイナミックケーブ

ル及び海底送電線を対象に、ASV による広域 3 次元

計測、ROV による近接撮影・3D ソナー計測、AUV に

よる海底地形調査を実施し、海洋デジタルツインや自律

点検への適用可能性を検証する。

さらに、実海域での運用限界、計測精度、必要な船

舶・人員、作業時間、技術的課題及び従来手法とのコス

ト比較を通じて実用性を評価し、浮体式洋上風力の予

防保全・維持管理の高度化と国産海洋ドローン技術の

社会実装を目指す。
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海洋無人機（海洋ドローン）の利用実証事業（基本計画策定） 一覧 

名称 代表実施者 

（共同実施者） 

概要 

海洋ドローン等を活

用した洋上風力発電

施設保守点検サー

ビスの事業化基本

計画の策定 

いであ株式会社 

（戸田建設株式会社、国

立大学法人東京大学生

産技術研究所、国立大

学法人東京海洋大学、

国立大学法人九州工業

大学） 

洋上風力発電事業におけるＳ＋３Ｅの推進とリスクマネジ

メントの高度化、海洋ドローンの発展・社会実装に向けた取

組の推進を図るため、2024 年度と 2025 年度に実施し

た内閣府の自律型無人探査機（AUV）利用実証事業の実海

域試験結果（スパー型浮体、アンカー、係留チェーン、予防

保全システムによる異常検知等）を反映し、洋上風力発電の

O&M 事業（2030 年断面と 2040 年断面）における海

洋ドローン等の活用方法の具体化や社会実装の方向性を

「点検作業モデル」と「事業モデル」として見える化を図ると

ともに、2030 年に保守点検サービス事業を開始するため

に必要な「利用実証計画（技術開発に関する内容を含む）」

と「事業化ロードマップ」をとりまとめる。

洋上風力発電施設

の水中 O&M にお

ける海洋ドローン活

用基本計画の策定 

川崎重工業株式会社

（ホライズン・オーシャ

ン・マネジメント株式会

社）

本事業では、2040 年に洋上風力発電施設の水中

O&M（運転・保守）を無人で実施し、陸上から監督する将来

像を目指した海洋ドローン活用の基本計画を策定する。国

内外の事例調査や事業者ヒアリングを通じて、着床式・浮体

式の点検対象、運用体制、必要リソース、導入効果及び課題

を整理する。点検対象ごとに ROV・AUV 等を適材適所で

活用し、取得データを保守判断や予防保全につなげる方法

を検討する。また、省人化、コスト・リスク低減及び設備保全

高度化の評価方法を整理し、複数海域への展開を見据えた

2027 年度から 2030 年度までの利用実証計画と社会

実装ロードマップを策定し、発電事業者等の導入判断に資

する情報を提供する。 

海洋ドローンを活用

した洋上風力発電施

設維持管理の社会

実装モデル及び基

本計画の策定 

東洋エンジニアリング

株式会社（株式会社

IHI、伊藤忠商事株式

会社、沖電気工業株式

会社、日鉄エンジニアリ

ング株式会社、株式会

社 FullDepth）

洋上風力発電施設の維持管理における海洋ドローンの社

会実装に向け、利用実証の基本計画（2027～2030）及

び社会実装、事業展開に向けたロードマップ（～2040）を

策定する。 

１）利用実証の基本計画：これまでの成果を踏まえ、発電事

業者の点検ニーズや海域・設備特性を整理し、海洋ドローン

等の運用条件や性能要件を明確にする。また、利用実証の

実施条件を具体化し、省人化、安全性向上、設備保全高度

化等の効果と評価手順を検討する。

２）社会実装モデル（初案）：DX 基盤等の周辺技術を活用し

た維持管理の社会実装モデルの導入課題を整理する。戦略

的重要技術と連携し、社会実装・事業展開に向けたロードマ

ップを策定する。







 



 



 




